
第３章　パリ協定を踏まえたエネルギー政策の変革

第１部　エネルギーを巡る状況と主な対策
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一方、水素を日常の生活や産業活動で利活用する
社会、すなわち“水素社会”を実現していくためには、
技術面、コスト面、制度面、インフラ面で未だ多く
の課題が存在しています。例えば、家庭用燃料電池
については、官民の普及の努力の結果、2009年の市
場投入時点から価格は半減していますが、依然、自
立的な普及が期待できる価格水準にはないため、一
層の価格低減に取り組む必要があります。このよう

な課題に対応するべく、官民のアクションプランと
して、「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を2014年
6月に策定しました。このロードマップでは、水素
社会実現までの取組を3つのフェーズに分け、戦略
的に取り組むこととしています。また、最新の状況
を踏まえ、2016年3月にはロードマップの改訂4を行
いました。
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出典：資源エネルギー庁作成

【第132-3-10】家庭用燃料電池（エネファーム）の
コスト構造

【第132-3-9】家庭用燃料電池（エネファーム）の
普及状況と価格の推移

足下

【第132-3-8】水素社会実現に向けた取組の方向性（水素・燃料電池戦略ロードマップ）
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